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⑨ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―９）
「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑩ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑦を準用されたい。 

42 小規模多機能型居宅介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型サービス基準

第 63 条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居
宅介護事業所に該当する場合は、「サテライト型小規模多機能
型居宅介護事業所」と記載し、それ以外の場合は「小規模多機
能型居宅介護事業所」と記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 63 条に定める基準を満たさなくなった場合
は、欠員該当職種を記載させること。 

③ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同
様であるので、７⑬を準用されたい。 

④ 「看護職員配置加算」については、施設基準第 29 号イに該当
する場合は「加算Ⅰ」、同号ロに該当する場合は「加算Ⅱ」、
同号ハに該当する場合は「加算Ⅲ」と記載させること。 

⑤ 「看取り連携体制加算」については、指定地域密着型サービ
ス介護給付費単位数表４のヘに該当する場合に「あり」と記載
させること。 

⑥ 「訪問体制強化加算」については、大臣基準告示第 55 号に該
当する場合に「あり」と記載させること。 

⑦ 「総合マネジメント体制強化加算」については、大臣基準告
示第 56 号に該当する場合に「あり」と記載させること。 

⑧ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―10）
「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑨ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑧を準用されたい。 

39 小規模多機能型居宅介護 
① 「施設等の区分」については、指定地域密着型サービス基準

第 63 条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居
宅介護事業所に該当する場合は、「サテライト型小規模多機能
型居宅介護事業所」と記載し、それ以外の場合は「小規模多機
能型居宅介護事業所」と記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 63 条に定める基準を満たさなくなった場合
は、欠員該当職種を記載させること。 

③ 「看護職員配置加算」については、施設基準第 29 号イに該当
する場合は「加算Ⅰ」、同号ロに該当する場合は「加算Ⅱ」、
同号ハに該当する場合は「加算Ⅲ」と記載させること。 

④ 「看取り連携体制加算」については、指定地域密着型サービ
ス介護給付費単位数表４のヘに該当する場合に「あり」と記載
させること。 

⑤ 「訪問体制強化加算」については、大臣基準告示第 55 号に該
当する場合に「あり」と記載させること。 

⑥ 「総合マネジメント体制強化加算」については、大臣基準告
示第 56 号に該当する場合に「あり」と記載させること。 

⑦ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―10）
「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑧ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑦を準用されたい。 
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43 小規模多機能型居宅介護（短期利用型） 
① 「施設等の区分」については、小規模多機能型居宅介護と同

様であるので、42①を準用されたい。 
② 「職員の欠員による減算の状況」については、小規模多機能

型居宅介護と同様であるので、42②を準用されたい。 
③ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―10）

「サービス提供体制強化加算に関する届出書」の添付は、42⑧
で添付されていれば、不要である。 

④ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑧を準用されたい。 

40 小規模多機能型居宅介護（短期利用型） 
① 「施設等の区分」については、小規模多機能型居宅介護と同

様であるので、39①を準用されたい。 
② 「職員の欠員による減算の状況」については、小規模多機能

型居宅介護と同様であるので、39③を準用されたい。 
③ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―10）

「サービス提供体制強化加算に関する届出書」の添付は、39⑤
で添付されていれば、不要である。 

④ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑦を準用されたい。 

44 認知症対応型共同生活介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 31 号イに該当する

場合は「Ⅰ型」、同号ロに該当する場合は「Ⅱ型」と記載させ
ること。 

② 「夜間勤務条件基準」については、夜勤職員基準第３号を満
たしている場合には「基準型」を、基準を満たしていない場合
には「減算型」と記載させること。 

③ 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 90 条に規定する員数を配置していない場合
に記載させること。事業所が複数の共同生活住居を有している
場合であって、そのいずれか１つにでも職員の欠員が生じてい
る場合は「介護職員」と記載させること。 

④ 「身体拘束廃止取組の有無」については、大臣基準告示第 58
号の２に該当する場合に「減算型」と記載させること。 

⑤ 「夜間支援体制加算」については、施設基準第 32 号に該当す
る場合に、「あり」と記載させること。 

⑥ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同
様であるので、７⑬を準用されたい。 

⑦ 「利用者の入院期間中の体制」については、大臣基準告示第
58 号の３に該当する場合に「対応可」と記載させること。 

⑧ 「看取り介護加算」については、地域密着型サービス介護給

41 認知症対応型共同生活介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 31 号イに該当する

場合は「Ⅰ型」、同号ロに該当する場合は「Ⅱ型」と記載させ
ること。 

② 「夜間勤務条件基準」については、夜勤職員基準第３号を満
たしている場合には「基準型」を、基準を満たしていない場合
には「減算型」と記載させること。 

③ 「医療連携体制」については、施設基準第 34 号に該当する場
合は「対応可」と記載させること。 

④ 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 90 条に規定する員数を配置していない場合
に記載させること。事業所が複数の共同生活住居を有している
場合であって、そのいずれか１つにでも職員の欠員が生じてい
る場合は「介護職員」と記載させること。 

⑤ 「夜間支援体制加算」については、施設基準第 32 号に該当す
る場合に、「あり」と記載させること。 

⑥ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同
様であるので、６⑩を準用されたい。 

⑦ 「認知症専門ケア加算」については、介護老人福祉施設と同
様であるので、17⑱を準用すること。 

⑧ 「看取り介護加算」については、地域密着型サービス介護給


